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中間層雇用回復の難題 
 

 雇用は緩やかな改善傾向を辿っている。9 月の非農業部門雇用者数は前月差+11.4 万人と

前月から減速したが、10 万人台の増加を 3 ヵ月連続で維持、製造業が弱めだが、非製造業

が底堅く推移した。週平均労働時間と時間当り賃金の上昇を受けて雇用者所得の緩やかな

回復トレンドは維持されている。実質雇用者所得の伸びは 1%台後半へ持ち直してきてお

り、緩やかながらも個人消費の増加を期待できる環境が整いつつある。 
 

 欧州債務問題とそれを受けたグローバルな景気減速は、製造業を中心とする雇用スタンス

の慎重化に繋がっているものの、リストラ圧力の高まりはみられない。この先、大きなシ

ョックが無ければ、雇用情勢は急失速を回避しつつ、月+10 万人程度の緩やかな回復が続

くとみられる。 
 

 雇用回復ペースを左右する要因として、当面は欧州債務問題や中国経済の行方、米国の財

政の崖への政策対応などが注目されるが、もう少し長い目で見ると、グローバル化が浸透

した競争環境の下、先進国経済が如何に雇用を維持・増加させるかという、より大きなテ

ーマが重要である。金融危機後の雇用リストラと復元の動きは職種によって大きく異なり、

最も人員削減が厳しかった販売・事務職については回復局面入り後も殆ど回復が見られな

い。対照的に、管理・専門やサービスは既に前回ピークを超えている。 
 

 こうした職種別にみた雇用回復力のバラツキは、過去と比べても大きくなっているようだ。

グローバル化と途上国の本格台頭、経済のサービス化などが加速した状況下、先進国経済

において求められる労働力が質的変化を余儀なくされていることが示唆される。危機以降、

多くの中間層雇用が失われたのは、労働市場を取り巻く構造変化も強く影響しており、こ

れは先進国共通の課題でもある。 
 

 これまでのところ、FRB による金融緩和・ドル安が奏功してきているが、金融政策だけで

雇用の本格回復を達成するのは困難であろう。今週のオバマ大統領とロムニー候補による

討論会では、企業減税や輸出拡大、中小企業支援等を通じた雇用回復が討議されたが、重

要なのは、世論の焦点が所得格差拡大に偏ることを避け、これら総合的取り組みを超党派

的立場から加速させられるかどうかが、米国の中長期的成長力を左右することである。      

＜FOCUS＞
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＜FOCUS＞ 中間層雇用回復の難題 

 
緩やかな回復に著変なし  
 雇用は緩やかな改善傾向を辿っている。9 月

の非農業部門雇用者数は前月差+11.4 万人と

前月の同+14.2 万人からペースダウンしたが、

10 万人台の増加幅を 3 ヵ月連続で維持した。

民間雇用者数は同+10.4 万人の増加、内訳では

製造業雇用が 2 ヵ月連続で減少したものの、

非製造業が教育・医療や運輸・倉庫、小売な

どの増加を背景に同+11.4 万人の増加となっ

た（第 1 図）。 
 
雇用所得環境は徐々に改善  
 雇用者数の伸びは限られているものの、週

平均労働時間が 34.5 時間（前月比+0.3%）、時

間当り賃金は 23.58 ドル（同+0.3%）へ上昇し

たことから、雇用者所得の緩やかな回復トレン

ドは維持されている。実質ベースの雇用者所得

（3 ヵ月前比年率）は、インフレ率安定もあっ

て 1%台後半へ持ち直してきており、緩やかな

がらも個人消費の増加を期待できる環境が整

いつつある（第 2 図）。 
 
雇用スタンス慎重化もリストラ圧力は低い  
 欧州債務問題とそれを受けたグローバルな

景気減速は、製造業を中心とする雇用スタンス

の慎重化（第 3 図）と採用先送りに繋がってい

るものの、新規失業保険申請件数が 37 万件台

で安定推移するなどリストラ圧力の高まりも

みられない。当面の雇用環境については、大き

なショックが無ければ、失速は回避される一方、

大幅な加速も期待し難く、月+10 万人程度の緩

やかな回復が続くとみるのが引き続き妥当で

あろう。 
 
職種で異なる雇用リストラと復元  
 今後の雇用回復ペースを左右する要因とし

て、欧州債務問題や中国経済の行方、米国の財

政の崖への政策対応などに注目することにな

るが、もう少し長い目で見ると、グローバル化

が浸透した競争環境下、先進国経済が如何に雇
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第1図：非農業部門民間雇用者数の推移
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（資料）米国労働省統計より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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第2図：実質雇用者所得の推移

労働時間 実質時間当り賃金

雇用 実質雇用者所得

（注）コアCPIで実質化。9月は前月比+0.1%とした場合の試算値。

（資料）米国労働省統計より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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用を維持・増加させていくかというより大きな

テーマが重要である。 
 金融危機以降、約 880 万人の雇用が失われ、

まだその半分程度しか回復していないという

点が巷間指摘されるが、雇用リストラと復元の

動きは職種によって大きく異なる（第 4 図）。

今回景気後退局面において、最も人員削減が厳

しかったのは、「販売・事務」であり、約 340
万人の雇用が失われたが、景気回復局面に入っ

た後も殆ど回復が見られない。「農林・建設」

については住宅バブル崩壊の影響が反映され

ているとみられるが、ここでも回復の動きは乏

しい。対照的に、「管理・専門」や「サービス」

はすでに前回ピークを超える回復を示してい

る。 
 
先進国共通の課題 
 職種別にみた雇用回復力のバラツキは、過去

の雇用調整局面と比べ、格段に大きくなってい

るように思われる（同図）。グローバル化や途

上国の本格台頭、経済のサービス化などが加速

した状況下、先進国経済において求められる労

働力が質的変化を起こしていることが示唆され

る。職種別にみた賃金水準も踏まえると（第 5
図）、金融危機以降、多くの中間層雇用が失わ

れたのは、危機に伴う実体経済面へのショック

がかつてなく大きかったことだけでなく、2000
年代入り以降強まった、労働市場を取り巻く構

造変化が強く影響しているとみていいのではな

かろうか。こうした状況はおそらく先進国共通

の課題でもある。 
 
求められる超党派的雇用回復への取り組み 
 これまでのところ、FRB による金融緩和とドル安が奏功し、製造業の雇用回復が後押しさ

れていることは前掲第 4 図でも部分的にみてとれるが（今回局面では生産・運輸の雇用回復が

過去の局面に比べ速い）、金融緩和だけで労働市場の本格回復を達成するのは困難であろう。

今週のオバマ大統領とロムニー候補による討論会では、企業減税や輸出拡大、エネルギー開発

促進、中小企業支援、教育改革等を通じ、中間層の雇用を回復させるという主張が両候補から

繰り返されたが、重要なのは、世論の焦点が所得格差拡大に偏ることを避けつつ、これら総合

的取り組みを超党派的立場から加速させられるかどうかが、米国の中長期的成長力を左右する

ことである。 
 

＜FOCUS＞ 
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第4図：過去の景気サイクルにおける職種別雇用の純増減

前々回局面（90年） 前回局面（01年） 今回局面（08年）

（注）「雇用の純増減」＝「各業種のピークからボトムへの雇用減」

＋「ボトムからの雇用増」。ボトムからの雇用増は、今次回復

局面における経過月数と同時期までの雇用増とした。

（資料）労働省統計より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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第5図：職業別・時間当り賃金

（注）州・地方政府部門を含む。2012年6月データ。

（資料）労働省統計より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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